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【本資料は、2021年2月25日付で発表されたStandard Chartered PLC 4Q’20 and FY’20 Results（一部抜粋)の日本語参考訳です。】 

 
スタンダードチャータードPLC－2020年度および同第 4四半期の業績 
 

将来に関する記述 

本資料には、現在における予想もしくは意見、または将来の事象に関する想定に基づく「将来に関する記述」が記載されていることがあります。かかる

「将来に関する記述」は、過去に発生したまたは現在発生している事実のみに関係している記述ではない、という点で識別することができます。「将来に

関する記述」には、「可能性がある」「予定である」「期待する」「意向である」「推定する」「予想する」「確信する」「計画する」「試みる」「続ける」といった文

言、またはこれらに類似した意味を有する他の文言が使用されています。 

こうした記述の内容は、その性質上、既知または未知のリスクおよび不確実性を伴い、また、実際の結果またはグループの計画もしくは目的がかかる

記述に明示または暗示される内容と著しく相違する原因となりうるその他の要因によって、影響を受けることがあります。かかる「将来に関する記述」を

受領した場合は、それに依拠するべきではなく、またかかる依拠に関して十分な注意を払う必要があります。実際の結果が「将来に関する記述」に明示

または暗示される内容と著しく相違する原因はいくつかあります。たとえば、世界、政治、経済、ビジネス、競争、市場、規制に関係する様々な力や状況

の変化、将来の為替や金利、税率の改定、将来の事業の統合や売却、その他グループに固有の要因などがあげられますが、これらに限りません。本

資料に記載されるすべての「将来に関する記述」は、過去もしくは現在のトレンド、またはグループの活動に基づくものであり、かかるトレンドや活動が将

来も続くことの表明とみなされるべきではありません。 

本資料に記載される記述はいずれも、利益の予測を意図するものではなく、また、当年度または将来の年度におけるグループの利益が、グループの過

去のまたは公表された利益と同じかこれを上回ることを暗示するものでもありません。それぞれの「将来に関する記述」は、当該記述の日付時点のみに

おける記述です。グループは、法令により求められる場合を除き、本資料に記載される「将来に関する記述」の内容が、新しい情報、将来の事象その他

により影響を受けるか否かにかかわらず、当該記述の修正または更新を行う義務を、明示的に放棄します。 

実際の結果またはグループの計画もしくは目的がかかる「将来に関する記述」に明示または暗示される内容と著しく相違する原因となるリスクおよびそ

の要因については、グループの2019年アニュアルレポートおよび2020年半期レポートをご参照ください。  

本資料に記載される内容は、いかなる法域においても、証券その他の金融商品の売買の申し出または勧誘ではなく、また、証券その他の金融商品ま

たはその他の事項に関する推奨または助言でもありません。 

他の通貨を指すと明記されている場合を除き、本資料内の「ドル」という語または「$」の記号は米国ドルを指し、「セント」という語または「c」の記号は1ド

ルの1/100を意味します。 

 

本レポートに記載する情報は監査を受けていません。本決算発表に記載される情報は、2021年2月25日に取締役会によって承認されたものであり、2006年英国

会社法第435条に定義される法定計算書類ではありません。2019年12月31日に終了した年度の財務書類は会社登記官に提出され、監査報告書には無限定適

正意見が記載され、2006年英国会社法第498条第（2）項および第（3）項に関する記述を一切含みません。2020年12月31日に終了した年度の財務書類は会社

登記官に提出されます。英国上場管理機関の定める上場規則に従い、これらの決算は当行の監査人であるErnst & Young LLPの承認を受けており、また当行

取締役らは、2020年12月31日に終了する年度に関する当行グループのアニュアルレポートに記載される予定の監査報告が修正される可能性を認識していませ

ん。本決算は、2020年12月31日に終了する年度の当行グループのアニュアルレポートに記載される会計方針と同じ基準によって作成されています。 

文脈上別段の解釈が必要な場合を除き、本資料において「中国」は中華人民共和国を指し、本資料においてのみ、香港特別行政区（香港）、マカオ特別行政区

（マカオ）および台湾は含まれません。「韓国」という場合は大韓民国を指し、「中華圏・北アジア」（GCNA）には中国、香港、日本、韓国、マカオ、台湾が含まれま

す。「ASEAN・南アジア」にはオーストラリア、バングラデシュ、ブルネイ、カンボジア、インド、インドネシア、ラオス、マレーシア、ミャンマー、ネパール、フィリピン、シ

ンガポール、スリランカ、タイ、ベトナムが含まれ、「アフリカ・中東（AME）」には、アンゴラ、バーレーン、ボツワナ、カメルーン、コートジボワール、エジプト、ガンビ

ア、ガーナ、イラク、ヨルダン、ケニヤ、レバノン、モーリシャス、ナイジェリア、オマーン、パキスタン、カタール、サウジアラビア、シエラレオネ、南アフリカ、タンザニ

ア、アラブ首長国連邦（UAE）、ウガンダ、ザンビア、ジンバブエが含まれます。また「ヨーロッパ・ 米州（EA）」には、アルゼンチン、ブラジル、コロンビア、フォークラ

ンド諸島、フランス、ドイツ、アイルランド、ジャージー、ポーランド、スウェーデン、トルコ、英国、米国が含まれます。本レポートに記載する表では、空欄はその数値

が発表されていないことを示し、ダッシュはゼロであること、nmは僅少であることを示しています。  

スタンダード・チャータードPLCはイングランドおよびウェールズにおいて設立された有限責任会社であり、ロンドンに本社を置きます。当行グループの本社では、

ガバナンスおよび規制基準に関する助言を提供しています。スタンダードチャータードPLCの株式の銘柄コードはHKSE 02888 および LSE STAN.LN です。 

【参考訳に関するご留意事項】 

この資料は、スタンダードチャータード銀行東京支店(以下、「当行」と言います。)が、お客様の便宜のために、英語その他の言語の情報を日本

語に翻訳し、提供させていただいております。従いまして、当行は、この資料に記載された情報につきまして、独自の検証を行っておりません。専

門用語のみならず、翻訳の正確性も保証しておりません。英文資料が正文であり、英文資料と翻訳との間で齟齬がある場合には、英文資料が

全てにおいて優先します。 
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別段の注記がない限り、すべての数字は特別要因調整後ベースで表示されており、比較の対象は、報告通貨ベースで 2019 年

度としています。特別要因調整後の業績に含まれていない再編関連コストおよびその他の項目の内容は、原文 Standard 

Chartered PLC 4Q'20 and FY'20 Resultsの 46～51ページに記載しています。 

 

ビル・ウィンターズ グループ最高経営責任者  

「当行グループは、今回のコロナ禍の危機と地政学的な緊張を乗り越えつつあり、戦略的な変革を進め、明るい未来が開けてい

ます。新型コロナウィルスの感染拡大による、引当金の追加、経済活動の縮小、低金利の影響によって、2020年の利益が影響

を受けたことは確かですが、当行グループは底力を発揮し、高い収益性を維持しています。各国でグループ社員が、パンデミッ

クによる様々な困難に対して、お互いを支え合い、コミュニティーやお客様をサポートしていることを、私は誇りに思います。世界

で最もダイナミックな市場へのエクスポージャーを特色とする当行グループは、今後、これらの市場で回復の兆しが明らかになる

につれて、その恩恵を存分に享受することができるでしょう。」 

 

刷新された戦略的優先事項によって、中期的に 10％の RoTEを達成するというコミットメントの実現がサポートされる 

私たちは、変化するマクロ経済の見通しを反映させるために、戦略的優先事項を見直しました。当行グループは引き続き、他社

と差別化されかつリターンの高い、ネットワークを利用した法人向けビジネスおよび富裕層の個人を対象としたビジネスに注力し

ています。またグループは近年拡充させているデジタルサービスを通じてマスリテール・セグメントへの進出を選別的に進める力

を持ち、さらに、持続可能性が最も重要な意味を持つ国々の状況を改善することができるという確信に基づいて、独自のサステ

ナビリティー関連商品を通じたビジネスを主導し、収益を生み出していきます。  

当行グループは新型コロナのパンデミックが広がる前から主要な会計上および戦略的な数値を改善させていたため、二桁台の

RoTEという目標を達成する自信を持っています。高い営業レバレッジと統制された資本管理を通じて、2023年には当行グルー

プのRoTE は少なくとも 7％、予想より早く金利が正常化した場合にはさらに高い比率に達すると考えます。 

 

業績の概要（別段の記載がない限り 2020年度）  

• 収益は 148億ドルへ 3％減収、為替変動の影響を除いたベースでは 2％の減収となりました。 

– 純資金利ざやは 20年度の平均値であった 1.31%へ 31bp低下しましたが、20年第 4四半期には 1.24%と前四

半期比 1bp上昇しました。 

• 費用（英国銀行税を除く）は 98億ドルへ 2%減少、為替変動の影響を除くと 1％の減少となりました。 

– 当行グループは予想される景気回復に向けて準備を整えており、20年第 4四半期の投資損益は前四半期比 1

億ドル増加しています。 

• 信用減損は 23億ドルと前年度を 14億ドル上回り、20年第 4四半期は 3億 7,400万ドルと前四半期から微増、ただ

し前年同期比では横ばいでした。 

– ステージ 1とステージ 2の信用減損額は 8億 2,700万ドルで、その 4/5は 20年上半期に計上されました。 

– ステージ 3は前年比 8億 2,300万ドル増加しましたが、その 1/3は相互に関連のない不正に関係した損失による

ものでした。20年第 4四半期中に追加されたエクスポージャーには大きなものはありませんでした。  

– 20年第 4四半期にはリスクの高い資産が 2四半期連続で減少し、同下半期には 27億ドル（14%）の減少となり

ました。 

• 有形資本利益率（RoTE）は、新型コロナの影響により、340bps 低下して 3.0%となりました。 

– 引当前の営業利益は、為替変動の影響を除いたベースでは 4％の減益となりました。収益源の分散とコストの統

制が、金利低下の影響をおおむね打ち消しました。 

– 特別要因調整後の税引前利益は、コロナに関係した減損額の増加と金利低下によって 40％の減益となり、25億

ドルとなりました。 

– 法定ベースの税引前利益は 57％減の 16億ドルとなりました。この数字には、インド、UAE、インドネシアで発生し

た営業権（のれん代）減損額 4億 8,900万ドルを含みます。 

• 税金は 8億 6,200万ドル。減益によって控除できない項目の影響が強まり、特別要因調整後の実効税率は 38%へ 8

ポイント上昇しました。 
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– 法定ベースの実効税率は 53%と、営業権（のれん代）減損額を含む控除できない項目によって押し上げられまし

た。 

• 当行グループのバランスシートは引き続き健全で、流動性が高く、十分に分散されています。 

– 資産預金比率は 64.2％から 61.1%へ低下しました。流動性カバレッジ・レシオは 20年上半期の経済の混乱にも

かかわらず、前年からおおむね安定的に推移しました。  

– 顧客向け貸付金その他の金銭債権は 5%増加、顧客口座は 8％増加し、当座・普通預金と営業口座の残高の割

合が上昇しました。 

• リスク加重資産は 2,690億ドルと 20年 9月 30日から 22億ドル増加、19年 12月 31日からは 47億ドルの増加を示

しました。 

– 年度内に信用格付けの引下げによって 150億ドル増加しましたが、その一部は Permetaの持ち分の売却による

90億ドルの減少によって相殺されました。 

• 当行グループは十分な自己資本と高い流動性を保ち、現在当行グループの規制当局に認められている最大の金額を

株主に還元しようとしています。 

– 普通株式等 Tier 1（CET1）比率は 14.4% と、目標レンジである 13-14%を上回っています(20年第 3四半期は

14.4%）。 

– CET1比率には、2020年度の最終普通株式配当案 2億 8,400万ドル（1株当たり 9セント）の発生分が含まれて

います。  

– 近く予定されている 2億 5,400万ドル相当の自己株式買戻しによって、21年 3月 31日時点のCET比率はおよ

そ 10bps低下する見通しです。 

• 1株当たり利益は 52％減少し、36.1セントとなりました。 

 

見通し 

コロナウィルスワクチンの接種をめぐる見通しが改善していることを背景に、世界経済は 2021年中に成長軌道に戻り、2022年

からは多くの市場でパンデミック前の成長率に戻るでしょう。特にグループ収益の 2/3を生み出しているアジアの主要市場が経

済の回復を主導する可能性が高いため、当行グループが危機局面においてもビジネスの変革に対する投資の継続を決定した

ことが、経済が持ち直すにつれて、私たちに大きな恩恵をもたらすと考えます。 

2021年の全体的な収益は、20年上半期に世界各国で行われた利下げが通年にわたって影響を与え、21年上半期の収益は

前年よりも低くなると見込まれることから、為替変動の影響を除いたベースで、2020年とほぼ同じ水準になると予想されます。

21年度の純資金利ざやは、20年第 4四半期の 1.24%からわずかに低い水準で落ち着くでしょう。当行グループは、今年年初

の数週間における業績を見て、金利感応度が相対的に低いファイナンシャルマーケッツおよびウェルスマネジメントのビジネス

が好調なため、望ましい方向に進んでいるとの確信を得ています。2022年には、収益は年間 5-7％の成長軌道に戻ると予想し

ています。 

今年度中には、信用減損への圧力は 2020年よりも和らぐとみています。デジタルサービスへの投資の継続により 21年度の費

用はやや増加する見込みですが、20年第 4半期および 21年度中の再編の取組みにも助けられ、為替変動の影響を除き、か

つ英国銀行税を除いたベースでは、引き続き 100億ドルを下回るとみられます。 

当行グループは、パンデミックが続く間は特に、引き続きバランスシートを慎重に管理していきます。当行グループは 13-14%の

CET1の目標レンジの間でビジネスを行っていく意向であり、また配当や自己株式買戻しによって、有効にビジネスに活用するこ

とができない資本を株主に還元することについて、承認を求めます。 
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スタンダードチャータード PLC － 損益計算書 

2020 

（百万ドル） 
2019 

（百万ドル） 

増減 1 

（%） 

特別要因調整後ベースの業績

営業収益

営業費用（英国銀行税を含む）

信用減損

その他減損費用 

関連会社利益

税引前利益

普通株主に帰すべき利益 2

有形資本利益率（RoTE）（%）

費用収益比率（英国銀行税を除く）（%）

法定ベースの業績

営業収益

営業費用

信用減損

営業権（のれん代）減損

その他減損費用 

関連会社利益

税引前利益

税金

当期利益

親会社株主に帰すべき利益

普通株主に帰すべき利益 2

有形資本利益率（RoTE）（%）

費用収益比率（%）

バランスシートと資本

総資産

総資本 –

普通株主に帰すべき平均有形株主資本 2 –

顧客向け貸付金その他の金銭債権

顧客口座

リスク加重資産

総資本

総資本（%）

普通株式等 Tier 1

普通株式等 Tier 1比率（%）

純資金利ざや（%）（調整後）

預貸率（%）4

流動性カバレッジ率（%）

英国レバレッジ率（%）

普通株式1株当たりの情報 （セント） （セント） （セント）

1株当たり利益－特別要因調整後ベース 5

－法定ベース 5

1株当たり純資産額 6

1株当たり純有形固定資産額 6

期末時点の普通株式数（百万）

資産、債務、リスク加重資産以外については、増減は改善／（悪化）を示します。総資本（%）、普通株式等 Tier 1比率（%）、純資金利ざや（%）、預貸率（%）、流動性カバレッジ率（%）、英国レバ

レッジ率（%）については、増減は増減率ではなく、二時点間のパーセンテージの差（パーセンテージ・ポイント）で示されています。1株当たり利益、1株当たり純資産額、1株当たり純有形固定資

産額については、増減は増減率ではなく、二時点間のセントの差で示されています。

普通株主に帰すべき利益は、非累積償還優先株、および株式に分類されるその他 Tier1（AT1）資本証券の保有者への支払配当を控除した後の数値です。

僅少

本比率を算出するにあたっては、顧客向け貸付金その他の金銭債権の総額から、リバース・レポ契約等担保付貸出金、および、ストレス時に返済可能と確認された、中央銀行に保有された承認

済みの残高を除いており、一方で、損益を通じて公正価値（FVTPL）で保有される顧客向け貸付金その他の金銭債権を含んでいます。総顧客口座数は、FVTPLで保有される顧客口座を含んで

います。

特別要因調整後ベースまたは法定ベースの利益を基本的加重平均株式数で割った数値です。

期末時点の純資産額、純有形固定資産額および株式数により算出した数値です。
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補足財務情報 

 

顧客セグメント別の特別要因調整後の業績

 

法人営業部門 

 

（百万米ドル）

リテール  

バンキング部門 

（百万米ドル）

コマーシャル 

バンキング部門 

（百万米ドル）

プライベート  

バンキング部門 

（百万米ドル）

その他の項目 

 

（百万米ドル）

合計 

 

（百万米ドル）

営業収益

外部収益

セグメント間収益

営業費用

クレジットコスト・税引前営業利益／（損失）

信用減損

その他減損費用

関連会社利益

特別要因調整後の税引前利益／（損失）

再編関連コスト

営業権（のれん代）減損およびその他の項目

法定ベースの税引前利益／（損失）

総資産

うち顧客向け貸付金その他の金銭債権 2

顧客向け貸付金その他の金銭債権

損益を通じて公正価値（FVTPL）で保有され

る貸付金

総債務

うち顧客口座 2

リスク加重資産

特別要因調整後のRoTE（有形資本利益率）（%）

費用収益比率（%）

 

（修正再表示後）

法人営業部門 

 

（百万米ドル）

リテール  

バンキング部門 

（百万米ドル）

コマーシャル 

バンキング部門 

（百万米ドル）

プライベート  

バンキング部門 

（百万米ドル）

その他の項目 

 

（百万米ドル）

合計 

 

（百万米ドル）

営業収益

外部収益

セグメント間収益

営業費用

クレジットコスト・税引前営業利益／（損失）

信用減損

その他減損費用

関連会社利益

特別要因調整後の税引前利益

再編関連コスト

営業権（のれん代）減損およびその他の項目

法定ベースの税引前利益／（損失）

総資産

うち顧客向け貸付金その他の金銭債権 2

顧客向け貸付金その他の金銭債権

損益を通じて公正価値（FVTPL）で保有され

る貸付金

総債務

うち顧客口座 2

リスク加重資産

特別要因調整後のRoTE（有形資本利益率）（%）

費用収益比率（%）

一部のお客様の再編を受けて、顧客セグメントの間で残高の再分類を行いました。

「顧客向け貸付金その他の金銭債権」には FVTPL（損益を通じて公正価値で保有されるもの）が含まれ、「顧客口座」には FVTPLおよびレポ契約が含まれています。 



 

PUBLIC 

補足財務情報 

 

地域別の特別要因調整後の業績

 

中華圏・ 

北アジア 

（百万米ドル）

ASEAN・ 

南アジア 

（百万米ドル）

アフリカ・  

中東 

（百万米ドル）

ヨーロッパ・  

米州 

（百万米ドル）

その他の項目 

 

（百万米ドル）

合計 

 

（百万米ドル）

営業収益

営業費用

クレジットコスト・税引前営業利益／（損失）

信用減損

その他減損費用

関連会社利益

特別要因調整後の税引前利益／（損失）

再編関連コスト

営業権（のれん代）減損およびその他の項目

法定ベースの税引前利益／（損失）

総資産

うち顧客向け貸付金その他の金銭債権 1

顧客向け貸付金その他の金銭債権

損益を通じて公正価値（FVTPL）で保有さ

れる貸付金

総債務

うち顧客口座 1

リスク加重資産

費用収益比率（銀行税を除く）（%）

 

中華圏・ 

北アジア 

（百万米ドル）

ASEAN・ 

南アジア 

（百万米ドル）

アフリカ・  

中東 

（百万米ドル）

ヨーロッパ・  

米州 

（百万米ドル）

その他の項目 

 

（百万米ドル）

合計 

 

（百万米ドル）

営業収益

営業費用

クレジットコスト・税引前営業利益／（損失）

信用減損

その他減損費用

関連会社利益

特別要因調整後の税引前利益／（損失）

再編関連コスト

営業権（のれん代）減損およびその他の項目

法定ベースの税引前利益／（損失）

総資産

うち顧客向け貸付金その他の金銭債権 1

顧客向け貸付金その他の金銭債権

損益を通じて公正価値（FVTPL）で保有さ

れる貸付金

総債務

うち顧客口座 1

リスク加重資産

費用収益比率（銀行税を除く）（%）

 「顧客向け貸付金その他の金銭債権」には FVTPL（損益を通じて公正価値で保有されるもの）が含まれ、「顧客口座」には FVTPLおよびレポ契約が含まれています。

2 僅少 


